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戦後日本における情報通信産業の成立過程
笠 井 雅 直
はじめに一問題の設定―
―.1960年代の情報通信
二.通信用交換機の電子化とコンピュータ産業
三.情報通信産業の成立-1970年代一
四.富士通におけるコンピュータ部門の展開
おわりに
はじめに一問題の設定―
本稿の課題は,戦後日本におけるコンピュー
タ産業 (企業)の展開を情報通信産業の戦後日
本における成立過程との関連で明らかにするこ
とである。
よく知られている様に,戦後日本におけるコ
ンピュータ産業を担う代表的な企業である日本
電気株式会社(日本電気と表記する,以下同様)
や株式会社富士通などはもともと通信機製造の
専業企業であった。通信機企業からコンピュー
タ企業への転換は,何時,如何なる要因によっ
て可能となったのか。この点は,これまではと
んど検討されることがなかった0。 日本電気や
富士通が,現在,依然として通信機企業という
側面を兼ね備えていることも,これまで検討課
題とされてこなかった要因の一つと考えられよ
う。とすれば,通信機企業であること力救口何な
る意味でコンピュータ部門への進出を可能にし
たのかと問題を言い換えることもできよう。
他方,戦後日本におけるコンピュータ産業の
展開過程については,従来,真空管・ トランジ
スタ。ICという素子の世代交代に対応した検
討,あるいはIBM(および,その開発機不動
との対抗という視点から検討されてきている。
そして,当然のことながら そこでは,主として
コンピュータの処理能力の革新への対応が競争
企業にとって不可欠なものであり,企業間競争
の中心として位置づけられてきた(2ゝ したがっ
て, 日本におけるコンピュータ産業の拡大が,
とくに1960年代後半のIC採用機種に至って
日本企業によって本格化したその背景につい
て,企業レベルで見れば, もっぱらコンピュー
タ搭載用ICそれ自体における機能 。価格の利
便性の獲得から説明されている。つまり,電卓
用のIC需要が急増したことを通じてICの高
集積化と価格の低廉化が達成されたことや0,
自家消費用およびコンピュータ用IC需要それ
自体の大きさが果たした役割が指摘されてい
る“
)。 しかし,そこでは,いわば処理能力の革新
への対応力戦口何なる意味で「至上命令」であっ
たのかれ 問われることはなかった。
対して,ここではコンピュータと通信の融合
を基礎として本格的に形成された情報通信をコ
ンピュータ企業の主戦場と位置づけることで,
コンピュータをめぐる企業間競争,そしてその
もつ歴史的な意味についても明確化しうるとい
う視点に立っている。それゆえ,本稿ではコン
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ピュータ産業の展開が,電気通信,特に「デー
タ通信」の展開過程に規定されて,1960年代後
半から1970年代において「情報通信産業」とし
て成立する過程について明らかにすることが課
題となる(5)。
1960-1970年代においては,電気通信の専業
者は旧日本電信電話公社力測佳一であったことか
らして,同公社の果たした役割についても明ら
かにすることとなる(6)。情報通信産業とは,電気
通信網を介してコンピュータなどの情報蓄積・
処理機器がオンラインで結びつけられる際に必
要とされる通信機およびコンピュータの製造と
その運用(ソフトウエアなど)を包括する産業
と規定されるが,ここでは,機器の開発および
製造という基礎過程に限定されている。
―。1960年代の情報通信
まず,戦後日本において情報通信産業が形成
される1960年代における情報通信の実態につ
いて検討しよう。代表的な通信媒体は,電信網
に依存したテレタイプと呼ばれた印刷電信機に
よるものであった。それは,「モールス符号によ
るものではなく,キー ポードの文字,数字,記
号を電気信号に置き換えて送りだし,受信側で
自動的に印刷する電信システム」であった(7)。印
刷電信機としては, 1951(昭和26)年に和欧文
両用のページ式印刷電信機が登場し,その結果,
専用電信が急速に発達していた(8ゝ
その後,1956(昭和31)年には,東京。大阪
間にサービスを開始した加入電信(テレックス)
が登場する。テレックスは専用の通信網を介し
て,つまり,専用線を通じて,「ダイヤルするこ
とにより望みの相手方に接続できる」システム
であり,先のテレタイプは, この加入電信の端
末機でもあった(9)。ここで,重要なことは,それ
までの電信 。電報が「待時サービス」であった
のに対してテレックスは「即時サービス」,つま
リリアルタイムの処理伝送であった(10)。このた
め,テレックスが企業内データ通信として普及
することとなる。表1のテレックス加入者数の
推移によれば,テレックスが1960年代に入っ
て,特に半ば以降に急速に拡大したことが知ら
れる。
このため,当時,電気通信を専一的に担って
いた日本電信電話公社は,1963(昭和38)年度
から実施した第二次五ケ年計画において,事務
近代化のため,デー タ伝送装置の開発。実用化
に力を入れるとともに,民間におけるデータ伝
送の要望に応えるため,1963(昭和38)年から
電話回線を専用あるいは準専用を条件にデータ
伝送回線として開放する(H)。テレタイプは,コ
ンピュータの入出力装置でもあったことから,
コンピュータは,通信回線と接続することで
データ通信が成立し,発展する。それは,1964
年頃から本格化した(12)。
1960年代に展開されたデータ通信の特徴と
しては,表2に見られる様に,企業経営におけ
る販売在庫生産管理や金融機関の金融業務など
に主として導入されたことであった。いわば,
表1 加入電信 (テレックス)の加入数の推移
都市数年度
1956
1957
1958
1959
1960
1961
1962
1963
1964
1965
1966
2
4
9
16
26
43
66
85
115
159
213
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加入数
188
440
816
1,398
2,430
3,826
5,230
7,356
9,933
13,286
17,325
出所 :『図説 電信電話サービス 1967年』。
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企業内データ通信であった。
コンピュータ対話型テレタイプとコンピュー
タの結合による企業内データ通信の普及は,全
国的な規模の通信網によるコンピュータ利用へ
と発展す る。日本電信電話公社 によって
1968(昭和43)年に実現された全国地方銀行協
会のデータ通信網が発端であった。そこでは,
コンピュータとして富士通製であるトランジス
タ素子のFAC OM 230モデル5 相当品が使
用され,端末装置も富士通製が使用された。総
計56銀行 [約4千店]相互間の為替交換をオン
ライン・リアルタイムで可能にした全国的なス
ケールでのデータ通信が実現したという(13ゝ
このデータ通信の重要性は,「システムが複数
銀行間の協同システム」として成立したことで
あり,「従来一企業内に止まっていたシステムと
は性格的に大きな差があり,デー タ通信システ
ムの社会的拡大の一つの方向づけを」提示した
ことであり,そして,それが他ならぬ日本電信
電話公社の直営として推進されたことであっ
た(14)。そこでは,従来の「五〇ビット/秒の電
信回線」から「二〇〇ビット/秒の端末の開発
によって」「公衆通信網がデータ通信網」に転化
したのであった●5)。
したがって,全体として見れば,「在来の五〇
ビット/秒専用電信回線は依然として増加を続
けてはいるが, しさいにみると単なるテレタイ
プ通信のための専用回線の伸びは横ばいで, I
DPシステムを構成するための専用網としての
増加が目立つ」こととなった06)。
なお,電気通信用の交換機について見れは
当時,「電信,電話,加入電信の三者相互に融通
性」はなく,その「仕様はみな違う」ものであっ
たとぃぅ(17)。
213
15
表2 データ通信システム利用の実態 (1971年6月31日現在)
利用形態
電電公社の
専用線を利
用 している
もの
施設電気設
備によるも
の
電電公社の
データ通信
サービス
出所:内山貞行「電電公社のデータ通信サービス」通信機械工業会『通信工業』1971年11月。
合計
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対象業務 システム数
販売在庫生産管理 78
金融業務 (為替,預金) 50
証券業務 (株式管理を含む)
座席予約
運送管理
科学技術計算 15
経営管理
その他 (求人失業保険,気象情報など) 46
電力会社による自動給電
座席,貨車の予約,販売
その他 (電力会社の自動周波数制御)
金融業務 (為替)
自動車検査,登録業務
電話計算
販売在庫管理
科学技術計算
10
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二。通信用交換機の電子化とコンピュー
タ産業
この様なデータ通信の発達の前提となったの
は,コンピュータ自体の革新であり,その先端
に位置 したIBM社の360シリー ズの発表
(1964年)であった。I BM 360シリー ズが,
ハイプリッドICを使用したものであり,ソフ
トウエアの共有性と入出力装置をもつファミ
リー ・システムを構成している点で,それは画
期性をもつものであった(18)。っまり,シリー ズ
を構成するコンピュータが互換性をもつことに
よって, コンピュータのネットワーク機能が生
み出されたことであった。
IBM社が360ファミリー 機種を提示した
事情としては,それまでIBM機種間での非互
換性のために,ソフトウエアのコストが高くつ
いたこと力寸勘商されている。この結果, IBM
の売上に占める海外での売上の割合は,
1960(昭和35)年の20%から1964(昭和 39)
年の29%へと拡大する(19)。
他方,当時, 日本におけるデータ通信の中心
的な通信端末であったテレタイプ中継は,拡大
する通信ネットワークの情報処理能力に応えら
れなくなりつつあり,そこでは,本支店間のテ
レタイプ網が拡大した結果,中継,交換その他
の機能の拡大強化が急務となっていた(20)。
当時,デー タ通信の回線を唯一提供できた日
本電信電話公社の対応は次の通りであった。第
一に,従来の通信端末であるテレックスの機能
アップを図ることであり,第二に,電気通信網
の電子化であり,そして第二に,コンピュータ
事業への進出であった。
第一について見れば,テレックスは,関東以
北,北陸,近畿各地方において採用された谷村
株式会社新興製作所によって製造されたS形
と,中部,中国,四国,九州地方などで採用さ
れた沖電気工業株式会社によって製造されたO
形からなっていたが(21),デ_夕通信に対応すべ
く,1960年代後半に,同一仕様の標準形テレッ
クスA-3型が日本電信電話公社と谷村 。新興
製作所,沖電気工業,および黒沢通信工業株式
会社によって開発され,製造される(22)。
第二に関連していえば,日本電信電話公社は,
電信線と比べて大量のデータ送信が可能な電話
回線の開放で需要に対応し,1968(昭和43)年
から,専用データ通信サービスを開始する。そ
して,交換機の電子化については,まず,1964(昭
和39)年に日本電信電話公社と,交換機製造の
4社,つまり日本電気, 日立製作所,富士通,
そして沖電気工業との共同研究により,空間分
割形で,汎用コンピュータの技術を取り入れた
トランジスタ処理装置を備える実用実験機DE
X-1号交換機を前提として,主記憶装置に4
KビットMOS型ICメモリー を採用したD
10形自動交換機の実用使用を開始する (1965
年)(23)。D10形自動交換機は,日本電信電話公
社の機器として初めて大量の集積回路が導入さ
れた電子交換機であった。交換機としては,世
界で初めての半導体集積回路採用であったとい
ぅ(24)。とはぃぇ,D10形自動交換機は,論理 I
C3万個, トランジスタ1万個,ダイオード7
万個からなっていたことに対応して,スイッチ
は小形クロスパーのままであった(25)。伝送の分
野でも過渡的にトランジスタやダイオードに依
存していたのであった。
電子交換機の開発は,日本電信電話公社始
まって以来の大規模な開発計画といわれてお
り,電気通信研究所からは300人が参加したプ
ロジェクトでぁった(26)。そこでは,公衆通信用
交換機として,機械接点による空間分割通話路
力濯L済性の面で適していることから実用化する
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電子交換機としては,空間分割形に絞ることと
し,1970(昭和 45)年に大局用のD10形電子
交換機の使用化を行った(27)。この過程で日本電
信電話公社・電気通信研究所と日本電気による
ディジタル割時間交換機X―Tlと, 日本電信
電話公社と富士通の共同研究によるディジタル
割空間交換機KOH-40Aディジタル交換機
が完成された。
この様に,新たなIC搭載のコンピュータに
対応すべ く,交換機のIC化を達成したので
あったが,そのために日本電信電話公社は
1966(昭和 41)年8月アメリカの通信機企業で
あるウエスタン・エレクトリック社との間で,
電気通信技術協力に関する特許実施契約を結ん
でいる(28)。
更に, 日本電信電話公社は,コンピュータと
通信の融合という「情報通信産業」の展開に対
応すべく,コンピュータ開発にみずから乗り出
す。つまり,1968(昭和 43)年に日本電信電話
公社はデータ通信専用部門を設立し,デー タ通
信用コンピュータの自主開発へのりだす。これ
に対して,当時,コンピュータ企業の育成とい
う方針を持つ通産省は反対したという。にもか
かわらず, 日本電信電話公社は,当初,外国製
コンピュータを選択し,開発に乗り出す。実際,
日本電信電話公社は,1971(昭和 46)年頃に,
172のコンピュータ。システムを保有 していた
が,その内,外国製が 109であり,さらに75が
IBM社製品であったという(29、そ して,
1968(昭和 43)年のDIPS[電電公社・イン
フォメーション・プロセッシング・システム]
コンピュータ開発には,富士通, 日本電気, 日
立製作所が参加する。その結果,1971(昭和 46)
年に日本電信電話公社は,プロトタイプのDI
PS-1型を完成し, 自ら共通のオペレート・
システムを樹立するに至る(30)。
日本電信電話公社が,通産省の反対をおし
きってまで,DIPS開発を推進したのは,次
の様な事情によっていた。つまり, 日本電信電
話公社が,1965年ごろから推進してきたデータ
通信サービスを全国的規模で構築するために
は,それまでのコンピュータ商用機では性能の
点で不十分さがあり,なおかつ,機種によるソ
フウエアの分割損が大きいという問題をはらん
でいた。そこで,独自の仕様によるオンライン
用大型 コンピュータシステムの開発 に,
1.432
表3 電気通信関連研究機関の規模 (1983年度木)
研 究機 関 1人当た り研究費
(万円)
郵政省電波研究所 1,637
電電公社
(電気通信研究所)
3,264
NHK(総合技術研究所
放送科学基礎研究所)
通産省
(電子技術研究所)
1,259
民間企業
(通信 。電子・
電気計測工業)
1,732
出所 :『昭和59年度経済企画庁委託調査 研究開発投資がわが国の産業に及ぼす影響及び電気通信
の技術革新が関連産業に及ぼす影響』株式会社三菱総合研究所,1985年,90ページ。
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研 究 者 数
(人)
研 究 予 算
(億円)
257 43
2,970 910
349 50
715 90
45,650 7.905
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1968(昭和43)年から着手したのであった。
計画は,1973(昭和48)年度上期完成を目標
として,1968(昭和43)年1月から1971(昭和
46)年3月までの事前検討としてのDIPS―
0の試作と,1968(昭和43)年11月からの商
用機につながるDIPS-1との二段階にわけ
て実施され,電気通信研究所と日立製作所,富
士通,および日本電気との共同研究によって推
進された(31)。「DIPSコンピュータに使われ
ている素子は世界最高のものだし,独自のソフ
トウエア体系をもつなど技術的に言馴面すべきと
ころが多い」(32)と言われている様に,開発に参
加した企業にとっての意義は,さしあたり, 日
本電信電話公社における豊富な技術スタッフと
の共同研究それ自体にあったとも言えよ
ぅ(33)。そのことは,後のデータになるが,さし
あたり,表3によっても了解されよう。日本電
信電話公社における研究体制の隔絶性は明らか
である。とすれば,「富士通,日本電気の日立製
作所の汎用大型コンピュータ開発を事実上けん
引したDIPS開発計画」という言刊面(34)も上の
内容において理解されるべきであろう。
とはいえ, ここでは,情報通信産業の次の特
徴が1甲さえられねばならない。つまり,1960年
代後半におけるコンピュータのネットワーク利
用のためには,電気通信の技術革新が前提と
なったこと,また逆に,通信技術に対応したコ
ンピュータの開発が,当時の大型汎用コン
ピュータ開発の焦点となったことである。各種
のデータ通信端末装置も同様であった。このこ
とからすれば, 日本電信電話公社のコンピュー
タ開発戦略は,コンピュータ企業にとって決定
的なものであったと言えよう。やや後の時期の
ものではあるが,1980年前後の事態に関する次
の指摘からも,デー タ通信 と関連 したコン
ピュータ事業のもつ意義が知られよう。
「データ通信システムに用いられているオン
ライン・コンピュータは全国で約5000台,全
コンピュータ台数の8%程度に過ぎないが,
金額的には約半分を占めている。これはデー
タ通信システムが大型コンピュータを利用
し,複雑で高度な情報処理を行っていること
によるもので」ある(35)。
三。情報通信産業の成立-1970年代―
1970年代は,コンピュータのネットワーク機
能が決定的となる時期であった。その要因は,
第一に,1970(昭和 45)年のI BM 370シリー
ズの発表であり,第二に,1971(昭和 46)年の
日本電信電話公社による電話回線の開放本格化
であり,そして第二に,同年の, コンピュータ
に関する貿易自由化への潮流であった(1971年
に, 日本政府は, 3年後の自由化方針を決定す
る)。
まず, I BM 370シリー ズについてみれば,
同機種は「主記憶装置全体に従来の磁気コアに
代えて半導体集積回路を搭載した点で画期的で
ぁった」(36)。しかし,IBM社にあっては,当初,
売上に関する期待は薄かったという。が,売上
は急拡大を遂げて,競争企業であるGE,RC
A,TRW各社は相次いでコンピュータ事業か
らの撤退に追い込まれている(37)。というのも,
I BM 370シリー ズが,主記憶装置にICを搭
載したことでコンピュータのネットワーク機能
は著しく強化されたことがあった。通信回線を
媒介として多数のコンピュータが端末として結
びつくネットワークの形成は,それ自体として
著しい市場制覇能力をもつものであり,いまや
IBM機種との互換性の有無がコンピュータ企
業の死活問題となったのである。
この流れは, 日本電信電話公社による通信回
- 66 -
戦後日本における情報通信産業の成立過程
線の開放によって決定的となる。1971(昭和 46)
年の通信回線の開放は,次の様な内容にあった。
「電信および電話を主体とした従来からの公
衆電気通信業務は,国内では電電公社のみが
実施するものであり,そのための設備も電電
公社が設置し保守する,いわゆる直営が原則
でありました。利用者が設置し保守する,い
わゆる自営は例外的なもののみについて認め
られていたわけであります…データ通信回線
使用契約においては,通信回線は電電公社ま
たは国際電電のものを使用しますが,その回
線に接続して使用する端末機器等はもとより
データ通信システムの中心である電子計算機
本体も,すべて利用者によって設置され保守
されるものであります。この点が従来からの
公衆電気通信役務の提供条件と大きく異なる
ところであります…データ通信システムの主
体をなす電子計算機およびその端末機器等の
すべてを自営で設置し,電電公社の回線を利
用して特定者間の通信を行うものについて
は,今後新しい機器の開発,それによる独自
のサービスの実施等その利用方法も多様化
し,それぞれのシステムにおいて必要とする
通信品質も目的によって大きく異なる」(38)。
これが,1971(昭和46)年に行われた「データ
通信に関する公衆法の改正」であり,「特定通信
回線制度」開始の中身であった(39)。この様な「非
電話系サービス・回線利用形態」の展開に対応
して,日本電信電話公社においては,「ディジタ
ル専用線サービス(昭和53年),ディジタルデー
タ交換網 (DDX)の回線交換サービス (昭和
54年),同じくパケット交換サービス (昭和55
年)」がそれぞれ開始された“
0)。かくして,汎用
コンピュータによる集中処理体系が成立し,い
わゆるメインフレームに規定される情報通信の
開発・製造・販売の時代となる。
そこで, 日本電信電話公社は,国内における
情報通信を主導すべく,電気通信網の電子化に
適合的なコンピュータの高度化に乗り出す。そ
れは既に開発したDIPSシリー ズの高度化を
図ることで推進される。1973(昭和48)年に日
本電信電話公社が富士通。日本電気 。日立製作
所ともに開始したDIPS-1プロジェクトが
それである。
しかし,このDIPSコンピュータは,1970
年代,および80年代初めの日本市場における
データ通信や情報処理には適合的であったが,
海外市場でのIBMなどのハードウエア・ソフ
トウエアには適合的ではなかったという特質を
持っていた(4ヽそれは,日本における情報通信
の特殊な展開を規定するものであった。つまり,
「日本の電気通信手段を一手に握る電電公社
は,オン・ライン・システム・ネットワークの
供給者として,また日本最大のコンピュータ需
要者として…ネットワークのセンターマシン」
の開発に進んだことが決定的であった(42)。とく
に,「DIPSのハードウエアは70-80%が市
販されているものと同じですが,OSは…全く
独自です」という(43)点が, 日本におけるデータ
通信用コンピュータの特殊性を規定したものと
して重要であろう。
他方, コンピュータの革新に対応して交換機
の電子化が不可避であったが, 日本電信電話公
社におけるディジタル交換機の採用は遅れる。
その原因としては,第一に,ディジタル送信機
システムの取付率がイ氏いことであり,通信網は
依然としてクロスバー交換機というアナログの
ままであったことであり(表4),第二に,すで
に,1972(昭和47)年に商業化されていた,割
空間交換機D10ハ当時必要とされたサービ
スに応えるには十分であり,当面そのコスト引
き下げが中心とされたことであった。
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しかし,1970年代後半の,デー タ通信の拡大,
そしてコンピュータ,および通信端末市場の拡
大 (表5)は,新たな対応をせまった。その結
果が,既に見た 1977(昭和 52)年の, 日本電信
電話公社によるディジタルD60[長距離],D
70[局内用]交換機の開発であった。それは,
日本電気 富士通, 日立製作所,沖電気工業と
いう,当時,通信機とコンピュータの双方に経
営の基盤を置くにいたった企業との共同開発で
あった。とはいえ, 日本電気は日本電信電話公
名古屋学院大学論集
表4 交換機 。生産の動向
社との共同開発に先行して,他方,富士通は,共
同開発の後,それぞれディジタル交換機を完成
し,製造していた。日本電気にいたっては,海
外向けにディジタル交換機を,国内向けに割空
間交換機を製造するという状況であった(“)。
この様に, 日本における情報通信市場の特殊
性は,日本電信電話公社によって主導された
データ通信の展開に規定されたものであり,そ
の結果, 日本における情報通信は,デー タ通信
に主導されたコンピュータ事業という特徴をも
(単位,億円)
年度 付属装置
1967
1968
1969
1970
1971
1972
1973
1974
1975
1976
出所 :『通信工業30年』通信機械工業会,1978年。
表5 オンライン化とコンピュータの設置台数推移
年度 同
伸 び 率
1969
1970
1971
1972
1973
1974
1975
1976
100
308
376
396
641
931
1,337
1,850
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?
?
?
?
? ク
ロスパ
交 換 機
ステップパ
イステップ
交 換 機
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
11
39
86
174
240
415
455
461
566
681
842
1,011
1,101
1,349
1,512
1,245
1,226
1,134
792
885
1,029
1,251
1,357
1,684
1,914
1,820
1,787
1,699
18
14
11
10
6
6
7
5
2
3
同
伸 び 率
オンライン化
率 (%)
データ端末
生 産 額
(百万円)
総コンピュー タ
台数 (台)
同
伸 び 率
オンライン用
コンピュータ
台数 (台)
100
149
219
311
474
684
862
1,145
3.2
3.4
3.7
3.9
4.4
4.9
5.3
6.1
6,459
15,879
24,308
25,584
41,042
60,117
88,938
119,502
6,718
9,484
12,809
17,255
23,443
30,095
35,305
40,719
100
141
191
135
183
235
276
318
217
324
476
674
1,029
1,484
1,871
2,484
出所 :表4に同じ。
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つものとして産業として成立することとなっ
た。この点は,表5のオンライン用コンピュー
タの伸び率とテータ端末の伸び率の急拡大に示
されている。
このことは,通信網の次のような再編をとも
なっていた。
「電話網のディンタ必 ヒ並びに個別ディンタ
ル網としてのディンタル・データ交換網と
ファクシミリ交換網の全国拡大を進めてまい
ります。そして,加入轍 については1986
年までに回線交換タイプのディンタソレ・デー
タ交換網に,電報中継交換綱については1987
年まで1ンヾ ケット交換タイプのディツタル・
データ交換網に,それぞれ吸収し,設備共用
を行う」と(`'.
なお,1970年代における情幸員通信蝶 の成立
が,ニタソン・ショック,およびオイル・ショッ
タに対応する必死の企業合理化と真腹であった
ことは,既に知られている通りである。ここで
は,製造業における,コンピュータ,およびオ
ンライン端末装置の利用台数に関して,1970年
代初頭に,既に,鉄鋼業,輸送用消け潤興造業
そして電気機械躍 製造業において重要な位置
を占めていたことが重要であろう。この前提の
上で,1970年代の合理イ薔受資がすすめられたこ
とが忘れられてはならない。さしあたり,関涸
業における一貫メーカーのオンラインについて
見れば,特に1960年代後半以降に建設された
新鋭製鉄所にあっては,製鉄所全体の管理 。運
営から, 日々の生産 。設備の運転に至るまで,
各段階に応 じて多数の事務用,制御用コン
ピュータおよび端末装置を設置し,情報を一元
的に処理する総合オンラインシステムが構築さ
れており,生産,事務処理の大幅な合理化 。省
力化が行われていた(表6)(46)。ぁゎせて,表7
からは,1970年代初頭に,コンピュータのオン
ラインシステムが依然として,1960年代に見ら
れたコンピュータとタイプライタ端末というテ
レタイプ改良型の端末によっていることが知ら
れる。企業や工場内における企業内データ通信
の導入は,コンピュータ需要と共に,膨大なデー
表6 鉄鋼業におけるコンピュータ利用状況
(1972年3月現在)
コンピュータ規模 稼働台数
大型コンピュータ
中型コンピュータ
小型コンピュータ
超小型コンピュータ
合計 357
出所 :野村総合研究所『端末装置市場の拡大と需要
構造」1973年,351ペーシ。
注記 :同書によれば,1972年3月現在の,鉄鋼業に
おける株式上場企業数は59社となってい
る。
85
129
80
63
表7 新鋭製鉄所でのオンライン端末使用例
端末設置場所 対象業務
高炉 運転状態の監視
製鋼・分塊 作業指示,実績収集,問合わせ
圧延 作業指示,実績収集,問合わせ
ヤー ド 製品完成報告,船積指示・報告
生産管理事務室 問合わせ,デー タのインプット
出所 :野村総合研究所「端末装置市場の拡大と需要構造」1973年,352ベーシ。
- 69 -
ユーザ数
28
103
インライン。オンライン
タイプラ
イタ端末
ディス
プレー
カード
リーダ
30
30 20
70 20 20
10 10
名古屋学院大学論集
夕通信端末機器需要の形成となった。
以上の,通信とコンピュータとの融合による
情報通信産業の成立が,コンピュータ企業の展
開を如何に規定したのか,次にその点を検討す
る。
四。富士通におけるコンピュータ部門の
展開
日本の代表的なコンピュータ企業が通信機企
業であったことは, 日本における情報通信産業
を主導 した日本電信電話公社に特有な戦略に
よっていたことを,以下,主として富士通に即
して検討する。
現在,日本の代表的なコンピュータ。メーカー
である富士通は,戦後当初,電話交換機 。電話
機生産を中心として官需向けを主とする通信機
製造企業であった。実際,1949(昭和 24)年4
月から10月までの期間において売上総額に占
める官庁向けは81.1%にも上っており,そこで
の主な販路は電気通信省の電信電話事業であっ
た。その後,1960-70年代において事情は変化
し,1967年9月期決算の売上げ総額のうち,日
本電信電話公社向けはなお44%と最大であっ
たが,1970年代初頭の富士通にあっては,同公
社向けは,受注先別シェアの 17.8%にまで減少
する。通信機関係に代わって,新たに事業の中
心となったのがコンピュータを中心とする情報
処理関係機器の製造であった(47)。
日本電気 。沖電気工業においてコンピュータ
関連の売上高が,第一位となるのが 1970年代
であったことと比べると,富士通においては早
期にコンピュータ事業にシフトしていた (表8
参照)(48)。それは,第一に,既に見た様に日本電
信電話公社によってデータ通信が展開された
1960年代後半に,富士通にあってはコンピュー
夕関連の売り上げが拡大していることであっ
た。表9におけるコンピュータの実働状況に関
する構成においても,1970年前後にそのシェア
を大きく増加させており,デー タ通信の拡大に
対応するものであった(表5も参照されたい)。
第二の要因としては,富士通のIBM互換路
線への転換が挙げられる。しかし,当初は対抗
していた。つまり, I BM 360シリー ズに対し
て,富士通は,大型コンピュータのFACOM
230-60を1968(昭和43)年に完成する。それ
は,はじめてのIC採用機種であった。それ以
前には, 日本電気, 日立製作所,富士通という
コンピュータの売上順位であったが,この機種
の投入によって,富士通は国産メーカーの第一
位となる (1968年)(49)。
しかし,その後, I BM 370シリー ズの発表
と前後して, IBM互換路線へ転換する。つま
り, I BM 370シリー ズに対抗すべく,元IB
表8 富士通 。売上高の推移
(主要費目,%)
決算期 売 上 高総 額
(百万円)
1964.3
1965.3
1966.3
1967.3
1968.3
1969.3
1970.3
1971.3
1972.3
1973.3
1974.3
1975.3
1976.3
1977.3
1978.3
1979.3
1980.3
27,278
37,183
43,768
48,543
62,203
93,769
119,417
152,617
164,156
177,926
209,343
250,278
288,292
327,969
387,420
440,921
501,000
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電話交
換装置
電子計
算機他
20.6
26.2
27.4
30.1
34.4
38.3
45.2
57.2
57.6
54.0
59.6
68.1
71.9
73.0
70.9
68.7
65.2
35.3
34.0
32.4
31.5
27.4
19.0
16.5
15.7
15.6
19.1
17.4
14.5
12.4
10.9
10.3
9.8
9.3
出所 :『会社年鑑」日本経済新聞社,各年版。
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表9 コンピュータ。メーカー4社の国内実働状況推移 (マー ケット・シェア)
(主要企業,%)
合計
1968
1969
1970
1971
1972
1973
1974
1975
1976
1977
1978
1979
1980
1981
1982
1983
1984
1985
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
出
M社員アムダール博士のスカウトによるアメリ
カ・アムダール社の設立 (1970年)をテコとし
て, IBM互換路線の開発体制を整備する。他
方,1972(昭和 47)年からの政府。通産省の「電
子計算機新機種開発促進費補助金」交付による
I BM 370対抗機種の開発体制を,日立製作所
との技術研究組合の設立によって構築する
(1970年)。この二重の開発体制によって,富士
通はアムダール社の優れた回路設計技術による
LSIを搭載したMシリー ズを開発する。そし
て,同時に子会社化したアムダール社を通じて
アメリカ進出の足場を確保することとなっ
た(50)。
この結果,富士通は,1979年度におけるコン
ピュータの売上高で, 日本IBMを抜いて国内
第一位となる(51)。富士通のMシリー ズについて
言えば, I BM 370シリー ズよりもそのコピー
30年のあゆみ一受賞後の展開と波及効果―」財団法人大河内記念会,
1987年,723ページ (原典は『日経コンピュータ」)。
機がより優秀であるといわれるくらいの徹底し
た互換路線の結果であった(52)。
以上の動向は, コンピュータに関する貿易自
由化への対応であり,海外市場をにらんだ戦略
転換であった。とはいえ,電気通信 (そして半
導体)に関する日本市場向け,つまり日本電信
電話公社向けの機種仕様に関しては,それを保
持したままであった(53)。
既に見た様に,富士通も参加した, 日本電信
電話公社による本格的な大型コンピュータの開
発は,1968(昭和43)年から330億円 (うち公
社200億円)を投じて4年間, 日本電気, 日立
製作所と共に行われたのであるが,その開発は,
1973(昭和48)年にDIPS-1として実用化
され, さらに,1981(昭和56)年には,「世界最
高水準の大型機」DI PS ll-45が発表され
た。そして「富士通はじめ国産メーカー三社は,
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IBM富士通 日立
製作所
日本電気 互 換 機
メーカー
非互換機
メーカー
33.6
33.3
31.9
33.2
29.9
30.8
29.8
29.6
29.5
29.0
28.0
27.8
28.7
27.6
27.7
26.9
26.0
23.2
12.5
14.7
16.0
19.6
20.0
20.0
19.4
20.1
20.5
20.0
20.5
20.5
19.6
21.1
21.4
23.1
24.7
28.9
17.0
14.9
16.0
14.7
16.4
16.4
16.2
15.8
15.5
15.8
15.8
15.8
15.4
16.6
16.6
18.6
20.5
18.2
12.4
11.6
11.9
10.9
10.4
11.1
11.5
10.4
9.7
9.8
14.3
14.6
14.3
14.1
14.4
13.8
13.2
14.1
63.1
62.9
63.9
67.5
66.3
67.6
65.4
65.5
65.5
64.8
64.3
64.1
63.1
65.3
65.7
68.6
71.2
70.3
36.9
37.1
36.1
32.5
33.7
32.4
34.6
34.5
34.5
35.2
35.7
35.9
36.9
34.7
34.3
31.4
28.8
29.7
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このDIPSの開発過程で,設計図にもとづき,
公社にマシンを納入することによって開発能力
をつけ,部分的手直しにより国内,海外のコン
ピュータ市場に進出した」という。実際DIP
S ll-45を「日本電信電話公社が発表してわ
ずか一か月後,富士通が発表した世界最大,最
高速の超大型コンピュータM380シリー ズは,
ほとんど同一の設計機構 (90%までが同一)と
言われている」(54)。DIPS開発に富士通が参
加した意義は,先に見たIBM互換路線の採用
とともに明らかであった。
この背景にあったのは, コンピュータのネッ
トワーク利用を左右する国内の電気通信網の動
向であった。つまり,電気通信網の電子化は,
コンピュータのIC, LSI化に比べて対応が
遅れる。そのことが独自のコンピュータ。シス
テムの必要性へと展開させることとなった。既
に見た様に, 日本電信電話公社におけるディジ
タル通信網への対応は,公衆通信用ディジタ
ル・データ交換システムDDXの開発として日
本電信電話公社を中心に行なわれる。それは,
1979(昭和54)年の回線交換システム・サービ
ス開始,及び1980(昭和55)年のパケット交換
システム・サービス開始(55)として実現されてい
る。つまり,「交換機は,いままでは空間分割型
のクロスパー交換機を使用して」いたのに対し
て,「新データ網の交換機はICによって構成さ
れた時分割通信路スイッチを使用した,いわゆ
る時分割交換機を使う」ことへと転換したので
ぁった(56)。にもかかわらず,富士通は日本電信
電話公社向けの製造企業としての立場を持続す
べく,両交換機を製造したのであった(57)。
かくして, 日本の情報通信産業における特殊
なあり方が生み出される。つまり富士通におけ
るコンピュータ開発に関する積極的な海外戦略
にもかかわらず,全体として見れば,1970年代
末の日本のコンピュータ企業は,基本的には I
BMと同様にメインフレー ム中心の生産を行っ
ていたのであり, したがって,海外におけるI
BM市場への参人はその互換路線にもかかわら
ず,困難を極めたのであった。1990年頃に至っ
ても日本企業におけるコンピュータの売上高の
約80%は,依然として日本市場においてであっ
た(58ヽ日本のコンピュータ市場の急拡大がそれ
を補って余りあったのである。
日本市場について見れ|ム コンピュータの
ネットワーク利用による情報通信産業の巨大化
と広がりは, コンピュータ,入出力装置,そし
てデータ端末装置分野を合むものであった。い
ま,当時の日本におけるコンピュータの生産状
況について見れば,表10に示される様に,1970
年代を通して汎用品 (計算機本体 。一般用)に
関する生産の伸びとデータ端末装置の伸びにお
いて急速であり,中心となっていることが知ら
れよう。企業内データ処理とデータ通信の広汎
化がコンピュータ需要の牽引車であった。その
ことは,1970年代における不況の時期であった
1975(昭和50)年について見れば,電子工業全
体としても対前年比90.7%と落込み,従来,不
況に強いとされていたコンピュータも対前年比
91.9%と生産が落ち込んでいる。しかし,デー
タ端末装置は35%と例外的に前年実績を上回
り,オンライン化の根強さを示していることか
らも了解されよう(59)。
さらに,コンピュータに関する内訳をみると,
本体が2406億円 (42%),周辺装置2078億円
(36%),端末装置1246億円 (22%)となって
おり,周辺端末装置が全体の58%を占めていた
(1977年)。 つまり,1970年代を通じて,コン
ピュータシステムがオンラインイL分散処理と
いった傾向を示すことに対応して,周辺端末装
置関係に比重が移行してきたことが知られるの
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表10 コンピュータの生産状況 (単位,百万円)
年度 ディシタル型電子計算機
附属装置
出所 :拙論「富士通における半導体生産の展開と岩手工場」。
計
13,996
20,638
41,913
74,550
88,264
144,332
160,954
190,376
213,119
236,896
238,255
325,293
352,400
426,500
531.900
その背景としては,富士通, 日本電気等の通
信機企業と日本電信電話公社との長期的な関係
力寸計商されねばならない。つまり, 日本電信電
話公社による研究開発上の支援,および日本電
信電話公社自体が各種のオンライン・データ・
システムの開発者として機種選定を事実上左右
するという意味でコンピュータ市場そのもので
あったということが重要であろう。
実際, 日本電信電話公社・電気通信研究所の
研究開発における主導性や総合性は,電気通信
の専業者であるが故に明らかであり, とくに,
情報通信に関するソフトウエア開発能力におい
ては決定的であった。例えば,電気通信研究所
主導によるディジタル交換機の共同開発の
70%はソフトウエア開発費用であり, 日本電気
のケースでみれば独自開発の場合の40-50%
の開発コス トですんだことがあったとい
ぅ(02ヽその意味で,1960-70年代における日本
である(60)。
1970年代は,コンピュータのネットワーク機
能がデータ通信を規定するに至ったという意味
で, 日本における情報通信産業の成立期であっ
た。1970年代の日本市場における富士通の優位
は,情報通信産業を主戦場とするコンピュータ
事業の日本的な特殊性への対応によっていたと
いうことができよう。
おわりに
日本におけるコンピュータ産業 (企業)の特
徴としてオ動商されていることは, 自動車産業や
家電産業が,当初,国内市場によりながらも,
基本的には海外市場向けの輸出によって産業的
な拡大を遂げたのに対して, コンピュータ産業
は,終始,国内市場によりながら産業的な拡大
をとげたことであった(61)。
計算機本体
計 外部記憶
装置
入出力
装置
データ
端末装置
55,579
74,855
117,507
141,700
163,700
235,300
16,595
26,880
43,437
62,426
76,242
115,932
141,860
184,004
203,062
286,058
246,303
229,669
278,600
366,700
447,000
944
1,105
1,453
4,387
6,109
9,511
8,410
7,818
11,888
11,315
12,817
10,936
15,900
13,200
11,400
17,539
27,985
44,890
66,813
82,351
25,443
6,240
9,725
16,068
6,396
46,373
78,276
86,450
81,771
99,440
123,358
106,752
147,659
139,900
174,600
195,800
6,991
10,189
24,306
33,590
8,093
48,143
51,427
82,499
78,279
57,939
56,648
60,127
70,800
88,200
1 0,800
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電信電話公社によるデータ通信システムは,コ
ンピュータ製造企業の発展と日本における情報
通信産業を軌道づけたものであった(63)。
江
(1)例外的に,米倉誠一郎,ハンスーユルグン・クラー
セン「技術と経営の狭間で 池田敏雄 (富士通)」
F企業家の群像と時代の息吹き』有斐間,1998年,
が富士通のコンピュータ事業への進出過程について
詳細に明らかにしている。
(2)中オナ清司「産業政策とコンピュータ産業」森川英
正編『ビジネスマンのための戦後経営史入門』日本
経済新聞社,1992年に代表されよう。そして,最近
では,土地制度史学会,社会経済史学会,経営史学
会などにおいて戦後日本におけるコンピュー タ産業
の発展過程に関する報告がおこなわれ,同産業の諸
側面についての解明がすすめられている。池元有一
「日本におけるコンピュータ産業の発展過程」「土地
制度史学」第172号,2001年など。いずれも,上の
視点からのものであった。
(3)戦後日本経済に関して一貫した視点からの概説
(むしろ,詳説)を試みた,井村喜代子『現代日本
経済論」有斐閣,新版,2000年を参照。
(4)藤田実「現代電子産業の展開過程(2)」『大月短大論
集』25号。
(5)」財ヤ洋基「IT革命と日本資本主義の課題」(上)
(下)『経済』No,73 74,2001年を参照。ここで
は,1970-80年代における産業構造転換を主導した
産業としての情報通信産業それ自体の成立過程が対
象となる。
(6)日本電信電話公社の果たした役割についての研究
としては, ダニエル・沖本『通産省とハイテク産業』
(渡辺敏訳)サイマル出版会,1991年をはじめとし
て,情報処理学会歴史特別委員会『日本のコンピュー
タ発達史」オーム社,1998年,羽渕貴司「電電公社
民営化の基礎としての市場環境」大阪市立大学経営
学会「経営研究」第49巻第4号,1999年,同「電
電公社の経営戦略」大阪市立大学経営学会『経営研
究』第50巻第4号,2000年などがある。
(7)情報通信におけるテレタイプの歴史的な役割を指
摘したものとして坂村健「NHKシリー ズ コン
ピュータ未来館」日本放送協会,1993年,10-11
ページがある。テレタイプがコンピュータの発展・
普及に果たした役割については南澤宣郎によって指
摘されてきたところである。さしあたり,同『日本
コンピュータ発達史」日本経済新聞社,1978年を参
11。
(8)『電気通信事業要覧 1962年版』社団法人電気通
信協会,100ページ。
(9)P戦後の通信工業」日本電気通信工業連合会,1959
年,92-94ページ。
(10)日本電信電話株式会社編集『北原安定博士業績論
文集』社団法人電気通信協会,1995年,310ページ。
(■)『社史 II」富士通株式会社,1976年,65ページ,
および松平誠『データ通信入門」日本経営出版会,
1968年,83ページ,および前掲,南澤宣郎『日本コ
ンピュータ発達史」参照。
(10 『74 電子工業年鑑」電波新聞社,1973年,194
ペーシ。
(19 前掲『社史 II」47ペー ジ。
(10 前掲『北原安定博士業績論文集』253ベージ。
(10 同上,259ペーシ。
(10 同上,249ページ。
(1つ 同上,328ペーシ。
(10 前掲『社史 II」46ページ。
(19)ヽla■in Fransman,Japan's COmputer and
Communications lndustry,1995年,139ページ。
とはいえ,当初は, コンピュータのネットワーク・
オンライン利用に不可欠であったタイムシェアリン
グ機能は欠けていたという。が,1965(昭和40)年
に発表したI BM 360/67によってタイムシェアリ
ング機能は整備されるにいたる。なお,本稿は資料
面でも,分析視角についても,同書に強く束1鵬文を受
けている。とはいえ,コンピュータと通信ネットワー
クとの関連に即して,戦後日本における情報通信産
業の成立過程を検討するという視点を同書から読み
とることはできなかった。日本電信電話公社=NT
Tと日本電気との関連に焦点をあてて分析している
点で,事実上その視点に立ってはいるが。
20)「池田記念論文集」富士通株式会社,1978年, 5
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ページ。
11)『テレックスとデータ伝送』一二三書房,1969年,
25ページ。
22)同上,31ページ。
13)『通信工業三〇年』通信機械工業会,1978年, 1
19ページ。
10 小島卓哉「通信の分野における半導体部品の現状
と動向」通信機械工業会『通信工繰電1972年7月,
13ページ。
25)同上,14ページ。
16)『昭和59年度経済企画庁委託調査 研究開発投
資がわが国の産業に及ばす影響及び電気通信の技術
革新が関連産業に及ぼす影響」株式会社三菱総合研
究所,1985年3月,99ページ。
|つ 丹野武宣ほか「電子交換技術の展望」通信機械工
業会『通信工業割 1973年4月, 5ページ。
10 『顕彰 谷村貞治 III』谷村貞治先生遺徳顕彰会,
1994年,77ページ。
29)Martin Fransman前掲書,144ベージ。
(30)同上,145ページ。
01)『74電子工業年鑓制電波新聞社,1973年,356ペー
ジ。当初は,「昭和40年代はじめに電電公社がコン
ピュータの開発に乗り出した際,実は日本の情報処
理のすべてを電電公社がやってしまおうとの目論見
だった」と言われている。しかし,現実的には,「実
際に生み出されたDIPSコンピュータはそれほど
売れなかったし」,その後「DIPSの大型コン
ピュータの能力を分割使用によって安くしようとの
ねらいで始まったデータ通信事業も累積赤字2600
億円 (57年末)といまだに水面下にあえいだままで
あった」という(『日経コンピュータ」1984年4月2
日,50ペーシ)。当初の経費節減という,日本電信電
話公社の思惑を超えて進行した事態は, ICの絶え
ざる革新によるコンピュー タのデータ処理・通信能
力の急拡大が,1980年代に,コンピュータのネット
ワー ク利用を分散処理形態へと転換せじめたことで
あった。つまり,大型コンピュー タの情報処理上の
隔絶的な位置が失われたことが上の事情の背景に
あった。
0カ 『日経コンピュータ』1984年月2日,50ページ。
(33)同上,53ペーシ。同書64ペーシのデータ通信本部
が開発した各種通信システムの動向を参照された
い。
00 同上,54ページ。
05)北原安定『電気通信革命』日経新書,1981年,31-
32ベー ジ。富士通において,デー タ通信がコン
ピュータ開発をリー ドしていたことは,山本卓具F私
の履歴書 志を高く』日本経済新聞社,1999年,108
ページ以下の回想からも知られよう。更に,富士通
におけるコンピュータ開発の中心にいた池田毎勉佳は
「1970年までに情報処理技術が到達した主要な成
果の一つに,電子計算機のオンライン利用,あるい
はデータ通信といわれるシステムがある」と述べて
いる (池田敏雄編著『データ通信』コロナ社,1971
年)。
(36)『日本アイ・ピ ・ーエム50年史』1988年,300ベー
ジ。
(3つ Martin Fransman前掲書,146ページ。
(38)小鳴国雄他「データ通信のための新技術基準」通
信機械工業会『通信工業』1971年11月,9-10ペー
ジ。
09 前掲『北原安定博士業績論文集』344ページ。
(40)同上,346ページ。
11)Martin Fransman前掲書,156ページ。
(42)『コンピュー トピア』1984年12月,52ペーシ。
(43)同上,53ページ。
(44)Martin Fransman前掲書,67ページ。
(45)前掲『北原安定博士業績論文集』372ページ。
(46)野村総合研究所「端末装置市場の拡大と需要構造』
1973年,351ページ。井村喜代子前掲書,および原
朗『日本経済史』放送大学教育振興会,1994年
の指摘(171-174ページ)を参照されたい。
(4つ 拙論「富士通における半導体生産の展開と岩手工
場」富士大学地域経済文化研究所「研究年報』第4
号,1996年によっている。
(48)日本電気は,1970年3月期決算で,売上高におい
て電子機器がトップとなっており,後,1980年まで
は20-28%で推移している。他方,沖電気工業は
1974年3月期決算で電子機器がトップとなってお
り, 1970年代を通して35-42%で推移している。
(49)Martin Fransman則掲書,140ページ。
60)中オナ清司「第6章 コンピュータ産業」武田晴人
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編『日本産業発展のダイナミズム」東京大学出版会,
1995年,258ページ。
61)Martin Fransman前掲書,154ページ。この点
について,前掲,米倉誠一郎,ハンス ユールグン・
クラーセン「技術と経営の狭間で 池田敏雄 (富士
通)」は,「FACOM一Mシリー ズの最大型機のM―
190はアムダー ルの470V/6の真似どころか,あ
くまでもアイディアだけがアムダー ルで,オペレー
ティング・システム (OS,基本ソフト)は, もとよ
り,すみずみまで池田をはじめとする富士通独自の
設計に基づいているコンピュータであった」(328-
329ページ)としている。
|力 同前。
60 同上,197ページ。
60 「昭和59年度経済企画庁委託調査 研究開発投
資がわが国の産業に及ばす影響及び電気通信の技術
革新が関連産業に及ぼす影響」株式会社三菱総合研
究所,1985年3月,109-111ページ。
65)『社史 III」富士通株式会社,1986年,127ベー
ジ。渡辺卓哉「新データ通信網の将来動向」通信機
械工業会『通信工業』1976年5月を参照。「パケット
単位で回線を時分割的に使用するのがパケット交換
方式」(同上,10ページ)であった。
60 前掲,渡辺卓哉「新データ通信網の将来動向」12
ページ。
6り 前掲『社史 lH」127ページ。
60 Martin Fransman前掲書,196ベージ。
69)「77電子工業年鑑ヨ電波新聞社,1976年,301ペー
ジ。
(60)「78電子工業年銀ヨ電波新聞社,1977年,282ペー
ジ。
61)Martin Fransman前掲書, 8ページ。対して,
コンピュータ製造部品,例えば,半導体ディスプ
レー , レー ザー,半導体工場用光ステッパー, シリ
コン・インゴットなどは,世界市場で支配的となっ
た。
(62)同上,76ページ。
(63)同上,198ページ。同書では,日本電信電話公社が,
seed―bedの役割を果たしたとしている。
付記
本稿は,2000年度名古屋学院大学研究奨励金によって
いる。基礎となったのは,土地制度史学会東北部会研究会
報告(1996年)であり,後,大谷薫氏(元新興製作所役員)
の紹介によりNTT顧間(当時)の桑原守二氏からお話し
を伺う機会を得たが種 の々事情からイ土Lげることはでき
なかった。この間,資料収集などでお世話になった方々に
お詫びと感謝の意を表したい。
名古屋学院大学論集
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